会計年度任用職員制度に係る要求書
Ⅰ　会計年度任用職員
１．任用等
　　〇　現在県で働く非常勤職員の雇用を継続すること。
〇　会計年度任用職員の新規の任用にあたっては、選考採用（面接・書類選考等）とするとともに、再度の任用の上限を設けないこと。
２．給与・報酬等
給与・報酬等について、従前の水準を下回らないことを基本として、次のとおり改善すること。
（１）基本給与・報酬
〇　常勤職員に適用する給料表を使用すること。
〇　常勤職員と同様に高校新卒の場合、行政職給料表（１）１級９号給を基礎とし、前歴換算を行うこと。また、他の給料表適用者は、行政職給料表（１）との均衡を図ること。
〇　適用号給の上限を設定しないこと。
〇　短時間の会計年度任用職員については、フルタイムの給料表を基本に、勤務時間に応じた報酬とすること。
（２）一時金
　　　〇　従前の加給と同様に、常勤職員の期末・勤勉手当相当月数を支給すること。
（３）諸手当（フルタイム職員）
〇　地域手当は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
〇　通勤手当は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
〇　時間外勤務手当、宿日直手当、夜間業務手当は、常勤職員と同様に支給すること。
〇　特殊勤務手当は、常勤職員と同様に支給すること。
〇　退職手当を支給すること。
〇　旅費は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
（４）手当相当（短時間職員）
〇　地域手当は、従前どおり報酬に加算すること。
〇　通勤手当は、従前どおり実費弁償すること。
〇　時間外勤務手当、宿日直手当、夜間業務手当は、常勤職員と同様とし、相当額の報酬を支払うこと。
〇　特殊勤務手当は、該当業務に従事する場合は、相当額の報酬を支払うこと。
〇　退職手当は、一定の要件を満たした者に支給すること。
〇　旅費は、従前どおり支給すること。
３．労働条件
すべての労働条件について、従前の水準を下回らないことを基本として、次のとおり改善すること。
（１）年次有給休暇
〇　年度ごとの付与を基本とし、常勤職員と同様の日数とすること
〇　繰越についても、年度ごとの繰り越しとすること。
（２）療養休暇
　　　〇　常勤職員と同様の日数とし、全て有給休暇とすること。
（３）出産休暇
　　　〇　常勤職員と同様に、出産前も８週間とし、有給休暇とすること。
（４）育児休暇
〇　取得時間、取得できる子どもの年齢を常勤職員と同様とし、有給休暇とすること。
（５）子の看護休暇、育児参加休暇、生理休暇、夏季休暇、忌引休暇
　　　〇　従前どおり、常勤職員と同様に付与すること。
（６）慶弔休暇
　　　〇　結婚休暇を常勤職員と同様に5日とすること。
　　　〇　常勤職員と同様に、父母の祭日を1日付与すること。
（７）ボランティア休暇
　　　〇　常勤職員と同様に、5日付与すること。
（８）特別休暇等
　　　〇　常勤職員と同様の条件で、同様の日数を付与すること。
　　　〇　常勤職員が有給の休暇は、有給とすること。
　　　〇　常勤職員と同様に、人間ドックの受診を職専免の対象とすること。
Ⅱ　臨時的任用職員
１．任用等
　　〇　現在県で働く非常勤職員の雇用を継続すること。
２．給与等
給与等について、従前の水準を下回らないことを基本として、次のとおり改善すること。
（１）基本給与
　　　〇　常勤職員に適用する給料表を使用すること。
〇　常勤職員と同様に高校新卒の場合、行政職給料表（１）１級９号給を基礎とし、前歴換算を行うこと。また、他の給料表適用者は、行政職給料表（１）との均衡を図ること。
〇　現行の適用号給の上限を撤廃すること。
（２）一時金
　　　〇　従前の加給と同様に、常勤職員の期末・勤勉手当相当月数を支給すること。
（３）諸手当
〇　地域手当は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
〇　通勤手当は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
〇　時間外勤務手当、宿日直手当、夜間業務手当は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
〇　特殊勤務手当は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
〇　退職手当は、従前と同様に支給すること。
〇　旅費は、従前どおり常勤職員と同様に支給すること。
３．労働条件
すべての労働条件について、従前の水準を下回らないことを基本として、次のとおり改善すること。
（１）年次有給休暇
〇　年度ごとの付与を基本とし、常勤職員と同様の日数とすること
〇　繰越についても、年度ごとの繰り越しとすること。
（２）療養休暇
　　　〇　常勤職員と同様の日数とし、全て有給休暇とすること。
（３）出産休暇
　　　〇　常勤職員と同様に、出産前も８週間とし、有給休暇とすること。
（４）育児休暇
〇　取得時間、取得できる子どもの年齢を常勤職員と同様とし、有給休暇とすること。
（５）子の看護休暇、育児参加休暇、生理休暇、夏季休暇、忌引休暇
　　　〇　従前どおり、常勤職員と同様に付与すること。
（６）慶弔休暇
　　〇　結婚休暇を常勤職員と同様に5日とすること。
　　　〇　常勤職員と同様に、父母の祭日を1日付与すること。
（７）ボランティア休暇
　　　〇　常勤職員と同様に、5日付与すること。
（８）特別休暇等
　　　〇　常勤職員と同様の条件で、同様の日数を付与すること。
　　　〇　常勤職員が有給の休暇は、有給とすること。
　　　〇　常勤職員と同様に、人間ドックの受診を職専免の対象とすること。
